
資料１ 
■本市の行政評価制度について   

１ 行政評価の目的  ４ 第２次行政改革大綱・集中改革プラン（平成２４年３月策定） 

目 的 内  容 (1) 行政改革大綱・集中改革プラン 

市民に対する行政の説明

責任（アカウンタビリテ

ィ） 

市が実施する施策・事業について、市民にわかりやすく説明

し、情報共有を図るとともに、市民のニーズなどを把握して、

行政活動へ反映する。 

職員の意識改革・政策形成

能力の向上 

行政評価システムを通じて、成果志向、目的・コスト意識の

向上といった職員の意識改革を図るとともに、問題発見・分

析能力など職員の政策形成能力の向上を目指す。 

効率的で質の高い行政運

営の実現 

厳しい財政運営の中で、限られた財源などを、効果的・効率

的に活用し、市民の求める質の高い行政運営の実現を図る。

市民の視点に立った成果

重視の行政の実現 

（総合計画の進捗管理） 

施策・事業の実施にあたり、行政資源を投入し、その結果と

してどのような成果がもたらされたかを重視した行政運営

を行い、市民にとって満足度の高い行政の実現を図る。 

 

２ 本市の行政評価制度 

〔行政評価概念図〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 清須市第１次総合計画（平成２４年３月改訂） 

 ◎基本計画 Ⅳ 計画の進捗管理 

１ 行政評価を活用した進捗管理（ＰＤＣＡサイクルの確立） 

  計画を実効あるものとするためには、「Ⅲ 施策の概要」で列挙した各施策・事業

 が所期の成果を挙げているかどうかを定期的に点検するとともに、その点検結果をも

 とに見直しを行い、計画策定（Plan）－実施（Do）－評価（Check）－改善（Action）

 のＰＤＣＡサイクルを確立することが必要となります。 

  本計画は前半５年間を前期、後半５年間を後期と位置づけ、社会情勢の変化に対応

するため、前期の経過時点を目途に見直しを実施することとしていますが、そのよう

な計画の中期的な見直しとは別に、より効率的に経営資源を配分する仕組みとして機

能するよう、行政評価を活用し、その結果により各施策・事業の適切な進捗管理を行

っていくこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 清須市第１次行政改革大綱の見直しのポイント 

  ◎第２次行政改革大綱の策定に向けた基本的な考え方 

(4) 行政評価の活用 

現役世代が減少し、社会保障関係費が増大する中、「あれもこれも」から「あれか

これか」の選択と集中による行政運営が欠かせません。そこで、総合計画と連動し

た行政評価を行い、行政改革にも活用します。この行政評価では、出来る限り目標

値を設定するとともに、有識者の所見を記載するなど、外部の視点を評価に反映さ

せて公表します。 

また、市民の皆さんの目線により政策・施策設定の妥当性、有効性を検証するた

め、市民満足度調査を実施することを位置づけます。 

 

(3) 集中改革プランでの取組〔２事務事業の再構築 ２－１事務事業の見直し〕 

番号 
取組項目 

（取組内容、効果等） 
23年度 24年度 25年度 26年度 担当部署

１２ 行政評価システムの見直し 

より効率的に経営資源を配

分する仕組みとして機能す

るよう行政評価を行い、可

能な限り目標値を設定し、

進捗管理を図ります。また、

有識者の所見を記載するな

ど、外部の視点を評価に反

映させます。 

○ 

調査検討 

◎ 

実施 

→ 

継続実施 

→ 

継続実施 

全庁 

(企画 

政策課) 

 

構   想 
「水と歴史に織りなされた安心・快適な環境都市」 

施策（２６２項目） 
総合計画登載施策・事業 

政策（７項目） 
総合計画施策の指針 

事務事業（約１，０００項目） 

政策評価（２年毎） 
市民満足度調査の整理分析 

施策評価（毎年） 
施策の実施状況の情報整理 

 

【改革に向けて重視する視点】 

○合併団体 

○市民とともに築く行政 

○簡素で効率的な行政組織 

○持続可能な財政運営 

 

 

第２次行政改革大綱 

○行政体制の再構築(11項目) 

 ⇒職員定数の削減など 

○事務事業の再構築(13項目) 

 ⇒金銭給付的事業の見直しなど 

○公共施設の再構築(3項目) 

⇒公共施設の見直しなど 

○財政システムの再構築(11項目) 

⇒市税徴収率の引き上げなど 

○協働の推進(3項目) 

⇒アダプト制度の推進など３項目 

○推進に向けて必要な取組(5項目) 

 ⇒附属機関等の会議公開制度の推進など

集中改革プラン取組項目（46項目）

【改革に向けての重点項目】

○行政体制の再構築 

○事務事業の再構築 

○公共施設の再構築 

○財政システムの再構築 

○協働の推進 



５ 行政評価（内部評価）について 

(1) 行政評価（内部評価）の実施状況 

行政評価については、総合計画登載の施策・事業のうち、 

①区分･単位等が「予算の主要施策の概要」との整合性が図られているもの 

②予算額が１，０００万円超 

などの条件等により選定した施策・事業について、各事業所管課が、毎年度施策・事業評価シ

ート（行政評価シート）を作成し自己評価を実施。 

◎評価対象数 

 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

評価対象 ５２ ４９ ５１ ５５ 

 

(2) 行政評価シートの課題 

昨年度（平成２３年度）までの行政評価シートでは、数値化された目標値の設定がなされ

ていないことから、施策・事業の進捗状況を数値化し示すことができておらず、市が行う行

政活動について、どのような目標のもとで、どれだけのコストをかけ、どのような成果を挙

げたかについて、明確化されていなかった。このため、職員が実績や成果を把握し、課題や

改善方向を考え、次年度以降の事業計画に反映できないといった課題があった。 

   
(3) 行政評価シートの見直し 

「必要性（市が関与する理由の明確化）」、「有効性（具体的な目標の設定、目標に対する課

題の認識、目標に対する達成度）」及び「効率性（事業の効率化のために実施した改善内容）」

の３つの統一的な指標を設定し、様々な施策・事業を客観的に評価できるようにするとともに、

その結果を踏まえた「今後の方向性（拡大・拡充、現状維持、改善・改良、統合・縮小、廃止・

休止）」の評価を行うこととし、今年度（平成２４年度）に評価シートの見直しを実施。 

評価の視点 評価内容 評価ポイント 

ア 必要性 

市が実施する必要性を、「県民ニー

ズ」・「休廃止の影響｣・「市関与の妥当

性」の観点から評価する。 

市民のニーズ等の分析が適切にな

されているか、市が関与する理由

が明確になっているか など 

イ 有効性 

市が実施した施策・事業が有効である

かどうかを判断するために、施策・事

業ごとに、１つ又は２つの指標（目標

値）を設定し、その達成度を評価する。 

事業効果を高める工夫や努力を引

き出す指標の設定がされているか

など 

ウ 効率性 
施策・事業を実施する際に行った効率

性を向上させる改善策を評価する。 

改善された内容が適切かどうか

など 

（評価調書については別添「新旧評価シート」参照） 

 



施策・事業評価シート　新旧比較

対象年度の
翌年度当初予算額

を記載し、
事業費の推移を
分かりやすくする。

（平成23年度）

優先度判定欄の削除

事業費内訳（委託料、負担金など）の記載により、
事業経費の性質を把握しやすくする。

指標、目標・実績値等を記載し、
達成状況を分かりやすくする。

チェックボックスの活用により、
選択項目を分かりやすくする。
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